
　本法で適用される義務項目と禁止

事項は図表1のとおりとなりますが、

業務委託期間が１カ月以上の場合は

（3）禁止行為が追加され、委託期間

が６カ月以上の場合は（5）育児介護

両立支援と（7）契約解除予告が追加

されます。（1）の取引条件の書面明示

義務は、フリーランス同士の取引の場

合も対象となります（図表2）。

　フリーランスとして働く方のなかに

は、実態として労働者に該当する働き

方をしているにもかかわらず、形式上

個人事業主として扱われ、労働基準

関係法令に基づく保護が受けられて

いないといった問題が指摘されてい

ます。労働者該当性に関する明確な

判断基準はありませんが、図表３の

チェックリストにあるような使用従属

性（指揮命令関係、報酬の労働対償

性）により、総合的に判断されます。

　本法に違反する事実がある場合、

フリーランスは、行政機関（公正取引

委員会、中小企業庁、厚生労働省）に

対し申出をすることができ、行政機関

は申出の内容に応じて、「指導・助言、

勧告、命令・公表」を行うことができま

す。命令違反には50万円以下の罰金

の規定があります。

　なお、発注事業者は、フリーランス

が行政機関の窓口に申出をしたこと

を理由に、契約解除や今後の取引を

行わないようにするといった不利益な

取扱いをしてはなりません（図表４）。

　形式的に業務委託契約を締結し

ていても、実質的に労働者と判断さ

れる場合には、労働基準関係法令が

適用され本法は適用されませんの

で、労働者性の判断について慎重に

行う必要があります。義務項目の（1）

取引条件書面明示、（5）育児介護両

立支援、（6）ハラスメント対策、（7）

契約解除予告は、労働基準関係法

令において使用者に課している項

目・役割と共通するものであり、個人

のフリーランスが労働者に近いかた

ちで保護の対象となっていることがう

かがえます。
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　フリーランスに業務を委託する場合、業務の内容、報酬の額、支払期日な
ど、指定された取引条件（8項目）について、書面等で明示する必要がありま
す。また、委託期間が一定期間以上である場合、受領拒否、報酬減額などの7
項目が禁止されるほか、育児介護と業務両立への配慮、中途解除等の事前予
告・理由開示が義務化されます。
　前編では、新法創設の背景や対象となる事業者、取引について解説しまし
た。後編では、義務項目・禁止事項の具体的な内容、労働者性の判断基準、違
反行為への対応などを解説します。

　弊社（建設業）では、複数のフリーランス（個人事業者）に業務の一部を委託
しています。昨年11月のフリーランス法の施行により、対応すべき事項があれば
ご教示ください。
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図表１：フリーランス法で適用される義務項目と禁止事項

（1）書面等による
　  取引条件の明示

業務委託をした場合、書面等（発注書、契約書、電子メール、SNS、チャット等）に
より、直ちに次の取引条件を明示すること（口頭での伝達は不可）
①発注者と受託者の名称、②業務委託をした日、③業務の内容、④給付を受領／
役務提供を受ける日、⑤給付を受領／役務提供を受ける場所、⑥（検査を行う場
合）検査完了日、⑦報酬の額および支払期日、⑧（現金以外の方法で支払う場合）
報酬の支払方法に関すること

（2）報酬支払期日の設定・
　  期日内の支払い

発注した物品等を受け取った日から数えて60日以内のできる限り早い日に報酬
支払期日を設定し、期日内に報酬を支払うこと

（5）育児介護等と業務の
　  両立に対する配慮

６カ月以上の業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立で
きるよう、フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

（6）ハラスメント対策に
　  係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関する相談対応のための体制整備な
どの措置を講じること

（7）中途解除等の
　  事前予告・理由開示

６カ月以上の業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、原
則として30日前までに予告しなければならないこと。また、予告の日から解除日ま
でにフリーランスから理由の開示の請求があった場合には理由の開示を行わなけ
ればならないこと

（4）募集情報の的確表示
広告などにフリーランスの募集に関する情報を掲載する際に、虚偽の表示や誤
解を与える表示をしてはならないこと。また内容を正確かつ最新のものに保たな
ければならないこと

（3）禁止行為

フリーランスに対し、１カ月以上の業務委託をした場合、次の７つの行為をしては
ならないこと
①受領拒否、②報酬の減額、③返品、④買いたたき、⑤購入・利用強制、⑥不当な
経済上の利益の提供要請、⑦不当な給付内容の変更・やり直し

義務項目・禁止行為 具体的な内容
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社会保険労務士法人
大野事務所代表社員

（特定社会保険労務士）
野田 好伸

大学卒業後、社労士法人ユアサイドに入所し社労士
としての基本を身に付ける。その後6年の勤務を経
て、2004年4月に大野事務所に入所する。現在は代
表社員として事務所運営を担いながら、人事労務相
談、人事制度設計コンサルティングおよびIPO支援
を中心とした労務診断（労務デュー・デリジェンス）
に従事する。

au
tho
r

労働者性の判断基準

違法行為への対応

おわりに

•

•

•

発注事業者の種類

〈チェックポイント １〉　依頼に対する諾否
A　自分に断る自由がある委託事業者から仕事を頼まれたら、断る自由

はありますか B　自分に断る自由はない

〈チェックポイント 3〉　拘束性
A　基本的には自分で決められる委託事業者から仕事の就業場所や就業時間

（始業・終業時刻）を決められていますか B　委託事業者から具体的に決められている
〈チェックポイント 4〉　代替性

A　代役を立てることも認められているあなたの都合が悪くなった場合、頼まれた仕
事を代わりの人に行わせることはできますか B　代役を立てることは認められていない
〈チェックポイント 5〉　報酬の労務対償性

A　受注した仕事の出来高見合い
報酬はどのように決められていますか

B　日や時間あたりいくらで決まっている
〈チェックポイント 6〉　資機材等の負担

A　自分で用意している仕事で使う材料または機械・器具等は誰が用
意していますか B　委託事業者が用意している
〈チェックポイント 7〉　報酬の額

A　正規従業員よりも高額である同種の仕事に従事する正規従業員と比較し
た場合、報酬の額はどうですか B　正規従業員と同程度か、経費負担を引くと同程度よりも低くなる

〈チェックポイント 2〉　指揮監督
A　毎日の仕事量や配分、進め方は、基本的に自分の裁量で決定する

日々の仕事の内容や方法はどのように決めて
いますか B　毎日、委託事業者から仕事量や配分、進め方の具体的な指示

を受けて働く

〈チェックポイント 8〉　専属性
A　自由に他の委託事業者の仕事に従事できる

他の仕事に従事することは可能ですか B　実質的に他の委託事業者の仕事を制限され、特定の委託事業
者の仕事だけに長期にわたって従事している

業務委託事業者（従業員を使用しない事業者、フリーランス含む）
義務項目・禁止行為

（1）
特定業務委託事業者（従業員を使用している事業者） （1）　（２）　（４)　（６）　
特定業務委託事業者が、一定期間以上、業務を委託する場合 （1）　（２）　（３）　（４)　（５）　（６）　（７）

※ Aに該当する場合：労働者性を否定する（フリーランス性を肯定する）方向に働く事情となります。
 Bに該当する場合：労働者性を肯定する（フリーランス性を否定する）方向に働く事情となります。

出典：「ここから始まるフリーランス・事業者間取引適正化等法」より抜粋

図表２：書面明示義務項目と禁止行為

図表３：チェックリスト（労働者性の判断基準）

図表４：違反行為の申出を行った場合の流れ

行政機関

担当省庁に
申出

フリーランス （公取委・中企庁・厚労省）

担当省庁が調査
（報告徴収・立入検査）

指導・助言

勧告

命令・公表
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